
１　重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

 満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
　　①　有形固定資産については、定額法によっている。
　　②　無形固定資産については、定額法によっている。
　　③　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を
　　　　耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
　　①　退職給付引当金：役職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額
　　　　　　　　　　　　に相当する額を計上している。
　　②　賞 与 引 当 金：役職員の賞与の支給に充てるため、支給見込み額のうち、当年度に負担
　　　　　　　　　　　　すべき額を計上している。

（４）消費税等の会計処理
　　　税込方式を採用している。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

基本財産
　　普通預金 2,149,652 0 68,136 2,081,516
　　定期預金 1,690,143,820 40,256,820 40,256,820 1,690,143,820
　　投資有価証券 3,125,706,528 68,136 0 3,125,774,664

小　　計 4,818,000,000 40,324,956 40,324,956 4,818,000,000
特定資産
　　退職給付引当資産 385,378,485 32,310,467 0 417,688,952

小　　計 385,378,485 32,310,467 0 417,688,952
合 計 5,203,378,485 72,635,423 40,324,956 5,235,688,952

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当 期 末 残 高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産
　　普通預金 2,081,516 (0) (2,081,516) (0)
　　定期預金 1,690,143,820 (0) (1,690,143,820) (0)
　　投資有価証券 3,125,774,664 (0) (3,125,774,664) (0)

小　　計 4,818,000,000 (0) (4,818,000,000) (0)
特定資産
　　退職給付引当資産 417,688,952 (0) (0) (417,688,952)

小　　計 417,688,952 (0) (0) (417,688,952)
合 計 5,235,688,952 (0) (4,818,000,000) (417,688,952)

４　担保に供している資産

該当ありません。

５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 1,544,089,531 1,001,481,643 542,607,888
ソフトウェア 48,320,057 32,490,297 15,829,760
車両運搬具 2,271,150 984,165 1,286,985
リース資産 587,873,822 231,492,597 356,381,225

合 計 2,182,554,560 1,266,448,702 916,105,858

６　保証債務等の偶発債務

該当ありません。

７　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
種 類 及 び 銘 柄 帳 簿 価 額 時 価 評 価 損 益

　　地方債（千葉県債等） 3,125,774,664 3,161,572,992 35,798,328

合 計 3,125,774,664 3,161,572,992 35,798,328

財務諸表に対する注記



８　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補 助 金 等 の 名 称 交 付 者
前期末残

高
当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

貸借対照表上の
記 載 区 分

（補助金）

千葉県補助金 千葉県 0 1,041,332,000 1,041,332,000 0 一般正味財産

創薬ゲノムエンジニアリング AMED 0 12,300,000 12,300,000 0

科研費補助金 0 17,300,000 17,300,000 0

0 1,070,932,000 1,070,932,000 0

（受託金）

植物品種等海外流出防止総合対策事業 農林水産省 0 5,064,000 5,064,000 0

イノベ創出・イチゴ 農林水産省 0 14,500,000 14,500,000 0

イノベ創出・トマト 農林水産省 0 10,000,000 10,000,000 0

次世代育種・健康増進 農林水産省 0 40,000,000 40,000,000 0

イノベ創出・サトウキビ 農林水産省 0 1,494,000 1,494,000 0

SIPデータ駆動型育種 農研機構 0 46,400,000 46,400,000 0

SIPバイオ・デジタルデータ 農研機構 0 6,001,850 6,001,850 0

NEDO代謝系遺伝子 NEDO 0 70,400,600 70,400,600 0

CREST PE値のモデル化 JST 0 71,263,400 71,263,400 0

CREST ROOtomics JST 0 7,276,604 7,276,604 0

統合化推進　個体ゲノム JST 0 43,080,092 43,080,092 0

統合化推進　物質循環 JST 0 4,378,305 4,378,305 0

CREST 長鎖合成ＤＮＡ JST 0 15,600,000 15,600,000 0

さきがけ・人工染色体 JST 0 13,000,000 13,000,000 0

MIRAI・低炭素社会 JST 0 2,600,000 2,600,000 0

ASTEP・次世代型高齢者対応米 JST 0 2,730,000 2,730,000 0

MIRAI・窒素固定 JST 0 1,950,000 1,950,000 0

疾患特異的iPS細胞（久留米大） AMED 0 1,040,000 1,040,000 0

診断体制・レジストリ（成育） AMED 0 1,950,000 1,950,000 0

NBRPアサガオ AMED 0 5,200,000 5,200,000 0

ゲノム解析・診断法の開発（広島大） AMED 0 1,300,000 1,300,000 0

新生児マス・診断システム（岐阜大） AMED 0 1,300,000 1,300,000 0

COVID-19血栓症 AMED 0 2,600,000 2,600,000 0

サトウキビ新規育種素材（沖縄農研） 国際農林水産業研究センター 0 10,150,000 10,150,000 0

民間事業者との共同研究事業 0 12,100,000 12,100,000 0

0 391,378,851 391,378,851 0

（助成金）

科研費助成金 0 5,413,275 5,413,275 0

民間助成金 GSKジャパン 0 1,077,378 1,077,378 0

小柳財団 0 1,000,000 1,000,000 0

住友財団 0 1,000,000 1,000,000 0

かなえ医薬振興財団 0 1,000,000 1,000,000 0

先進医薬研究振興財団 0 1,000,000 1,000,000 0

千里ライフサイエンス振興財団 0 2,000,000 2,000,000 0

上原記念生命科学財団 0 5,000,000 5,000,000 0

薬学研究奨励財団 0 800,000 800,000 0

中冨健康科学振興財団 0 1,500,000 1,500,000 0

細胞科学研究財団 0 3,000,000 3,000,000 0

飯島藤十郎記念食品科学振興財団 0 1,700,000 1,700,000 0

財団法人旗影会 0 1,000,000 1,000,000 0

アステラス病態代謝研究会 0 1,300,947 1,300,947 0

0 26,791,600 26,791,600 0

（その他）

科研費間接経費 0 6,429,978 6,429,978 0

0 6,429,978 6,429,978 0

0 1,495,532,429 1,495,532,429 0

９　関連当事者との取引の内容

該当ありません。

小　　　計

小　　　計

小　　　計

小　　　計

合　　　計



１０　重要な後発事象

該当ありません。

１１　その他

　○ 退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（２）退職給付債務及びその内訳 （単位：円）

（３）退職給付費用に関する事項 （単位：円）

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を

基礎として計算している。

②退職給付費用 40,693,179

①退職給付債務

②退職給付引当金

417,688,952

417,688,952

①勤務費用 40,693,179




